










































(1) たとえば，大判昭 36• 3• 26刑録9輯454頁等，大塚仁ほか編『大コンメンター
ル刑法・第 13巻』（第 3版， 2018年，青林書院） 44頁， 48頁等〔高橋省吾〕参照。
(2) 最決平 22• 7• 29刑集 64巻5号 829頁が，このような理解を最初に明示したも
のであるが，調査官解説においては，同決定以前から， このような表現が用いられ
ていた（藤井敏明「判解ー最判解刑•平成 16 年度 (2007 年，法曹会） 250-251頁，
前田巌―判解」最判解刑•平成 19 年度 (2011 年，法曹会） 320頁等）。
(3) 評釈として，豊田兼彦「判批」法セミ 761号 (2018年） 121頁，成瀬幸典「判批-
法教454号 (2018年） 140頁，前田雅英「判批」捜査研究810号 (2018年） 2頁以
下，佐藤拓麿「詐欺罪における実行の着手一最高裁平成30年3月22B第一小法
廷判決を契機として一ー」刑ジャ 57号 (2018年） 21頁以下，二本柳誠「詐欺罪に
おける実行の着手一ー最高裁平成30年3月22日第一小法廷判決を契機として一」
刑ジャ 57号 (2018年） 33頁以下等。さらに，松宮孝明「現代刑法の理論と実務


















































2 第一審の認定事実 (0) と本決定の認定事実 (fJ)の相違点
(1) 警察官を名乗る氏名不詳者からの電話の日時・回数と発言内容の特定




R 電話日時を 6月9H午前 11時20分頃 (1回目）と同H午後 1時 1分頃
(2回目）として，電話回数を「2回」とし， 2回目の電話時刻を特定した










9 B午後 1時 11分頃，被害者宅住所を告げられ，―お婆ちゃんから金を受
け取ってこい。」「29歳，刑事役って設定で金を取りに行ってくれ。」など
と指示を受けたとの事実を認定しており，明確に特定されてはいないが，














































(6) 原判決の評釈として，冨川雅満「判批」法時 90巻3号 (2018年） 113頁以下，
樋口亮介「詐欺罪における実行の着手一ー東京高判平成 29年2月2日をきっかけ









































































































(7) 前掲注(2)最決平 22• 7• 29、最決平 26• 3• 28刑集68巻 3号 646頁，最決平



























































































































































(18) 1回目と 2回目の電話の間には，約 1時間 21分の懸隔があるが，被害者を銀行
または ATM設置場所に赴かせて預金の現金化を促していることからすれば，そ
の時間的猶予を踏まえた時間的間隔として，断絶があるとはいえないであろう。
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